
テーマ 新規

事業分類 事業種別

市町村
実施事業

交付対象事業

交付対象事業

関連事業

交付対象事業

交付対象事業

プロジェクトを構成する事業の平成２９年度事業実績（出来高数値等）

主な実績（出来高数値等）

地域包括ケア事業に対する助成

男山地域等における交通安全・通学の安全確保のための事業
実施

京都府、関西大学、ＵＲ都市機構と連携して、「住みたい、
住みつづけたい男山」を目指して男山地域再生に取り組む。
先進地視察、講演会開催、だんだんテラス運営、大学連携
コーディネート業務。

情報紙（だんだん通信）毎月１回発行
ワークショップ開催　等

きめ細かいサービスを！ふれあい訪問
ごみ収集

１人住まいの高齢者宅等に個別訪問・収集を実施

ゾーン30整備面積　42ha

男山団地の高齢者が安心して住み続けられるように、男山団
地内に地域包括ケア複合施設が整備された。特養、ケアハウ
ス、24時間訪問看護や健康維持の体操教室等に使用する拠点
に対し助成

住民
協働
事業

住民が
取り組む
事業

交通安全対策事業　

男山地域再生、地域包括ケア事業助成　

障害者生活支援事業

男山地域定住促進事業

みらい戦略一括交付金　　プロジェクト自己評価調書（平成２９年度分）

7,714

新規・継続の区分共生社会

地域における現状、課題及び住民ニーズ

　男山地域をはじめ市民自治の基礎である地域コミュニティの希薄化が進捗しており、加えて障がい者や高齢者など社会的に弱い立場の人々を取り巻
く問題も深刻化している。
　多様性を認めあう社会を構築し、お互いの違いを尊重しながら最大多数の幸福を目指す取り組みが必要である。

・「男山地域の再生」、「地域のつながりの再生」、「男女・障がい者がともに輝ける地域社会の構築」をキーワードに八幡の地域共生を実現。
・男山地域の再生について住民等、京都府、ＵＲ都市機構及び関西大学と協働し、将来を見据えた快適なまちづくりを促進するため、男山地域再生基
本計画を策定し、具体的な取組についても順次検討していく。
・男山地域再生基本計画の将来目標「地域とともに元気な暮らしができる、住みたい、住みつづけたい男山」の実現に向け、住民自らが主体的に動く
ことができるように関係機関と連携して支援を行うとともに、庁内の体制強化を図っていく。
・バリアフリーやふれあい訪問ごみ収集事業の実施により、社会的弱者に対しきめ細かい対応ができるような取り組みを行う。

交付金額（千円）26,310

団体名：八幡市

事業概要

プロジェクト名 実施期間
共生の社会実現プロジェクト

　～誰もが生き生きと輝ける地域社会～
平成25年度～
平成29年度

本年度事業費（千円） 21,709

事業名

プロジェクトの目的及び概要

総事業費（千円）

125件

相談支援利用件数　2,312件
居室確保利用件数　　672件

男山地域等で障害者の相談支援や居室確保のための事業を委
託することで、共生社会の実現を図る。



みらい戦略一括交付金　　プロジェクト自己評価調書（平成２９年度分）

団体名：八幡市

◎ （左の理由）

（理由） （時期）

◎ （左の理由）

（理由） （時期）

〇 （左の理由）

（理由） （時期）

成
果
指
標
①

成
果
指
標
②

成果指標の目標数値 ふれあい訪問ごみ収集　100件　
成果指標の実績値

（30年４月１日時点）

成果指標の目標数値

成果指標の達成状況

成果指標の実績値が更新できない場合
は、その理由及び更新時期

前年度より増、目標数値より増となり、男山地域に関心を持つ人が増えてきていることが伺えるため

成果指標の実績値が更新できない場合
は、その理由及び更新時期

ゾーン30の整備は、歩行者等の安全な通行を確保するリーディングモデルである。

関連事業との連携効果

府と市町村等との連携に資する成果

リーディング・モデル成果

広域的波及成果

住民の自治意識を高める成果

125件

成果指標の達成状況 前年度より増、目標数値より増となり、事業の定着が伺えるため

成果指標の実績値
（30年４月１日時点）

男山やってみよう会議参加者数　250人 355人

本プロジェクトに
対する自己評価

行財政改革に資する成果

男山やってみよう会議を通じて、幅広い世代が集い、まちづくりの方向性や具体的な取組について議論し実行していくこ
とで、男山地域再生に寄与する。

京都府立会のもとＵＲ都市機構、関西大学及び本市の三者による「男山地域まちづくり連携協定」を締結し、男山地域再生に取り組むなか、障害者生活支援事業や
ふれあい訪問ごみ収集の実施等により、男山地域の障がい者や高齢者が安心して過ごせる取り組みを行った。

本年度の事業実績が
成果指標の達成に与え
た効果

※未達成の場合も効果
　を記載すること

ふれあい訪問ごみ収集により、１人住まいの高齢者の孤独や不安を払拭し、自治意識を向上させた。

※未達成の場合は、成果指標の達成に向けた今後の対応方策についても記載すること。

京都府の立会いのもと、ＵＲ都市機構及び関西大学との三者で「男山地域まちづくり連携協定」を締結し、男山地域再生
に向けた取り組みを進める。

成
果
指
標
②

成果指標の目標数値 ゾーン30整備費　　30ha
成果指標の実績値

（30年４月１日時点）
42ha

成果指標の達成状況 歩行者の安全な通行の確保に寄与した

成果指標の実績値が更新できない場合
は、その理由及び更新時期



みらい戦略一括交付金　　プロジェクト自己評価調書（平成２９年度分）

団体名：八幡市

（記載要領）

１　プロジェクトごとに本様式を作成し、評価すること。

２　記載欄が不足する場合は、適宜追加すること。

３　事業種別については、交付対象事業又は関連事業の別を記載すること。

４　成果指標の達成状況は、目標数値を上回ったときは◎、目標数値の近似値であるときは○、目標数値を下回ったときは△、判断できないときは―を記載すること。

本プロジェクトに
対する自己評価

その他の成果


